セクションC　　北東アジア地域ツル類保全行動計画（2001～2005）

概要

　北東アジア地域ツル類重要生息地ネットワーク（以下、ツル･ネットワーク）は1997年に設立された。これまでの3年間で、ツル・ネットワークはワークショップ、シンポジウム、研修コースなどを開催し、重要湿地の管理と、それに対する住民意識の向上を図ってきた。このネットイワークにより、北東アジア地域の保全に携わる機関や人々が地域全体の保全に対する連携が強まった。

　2001年から2005年の間には、ツル･ネットワークは、北東アジア地域の6カ国（ロシア、モンゴル、中国、北朝鮮、韓国、日本）において、ネットワークの大幅な拡大、管理、教育、研修、研究、モニタリング、情報交換などについて、15の行動を提案している。活動に必要な予算はおよそ90万米ドルでる。

１．背景

　北東アジア地域には、世界でもっとも多様なツル類が生息している。15種確認されているツル類の内、10種がこの地域に生息している。この内6種が世界的に絶滅が危惧されている。

　北東アジア地域には、絶滅が危惧されるツル種が最も多い。ツルは文化的に深い意味を持つため、湿地の保全を進めるためのフラッグシップ種に適している。このような状況から、北東アジア地域は、ツル類保全のネットワークを立ち上げるのに最も適している。

　北東アジア地域ツル類重要生息地ネットワーク（以下、ツルネットワーク）は、1990年代始めから行われてきたこの地域でのツルに関する研究と保全活動が基になっている。日本野鳥の会と他の機関や研究者が行ったツルの人工衛星追跡調査によって、渡りのルートと重要生息地が明らかになった。重要生息地のネットワークを設立する考えは、1993年6月に日本で開催された「ツルと湿地の未来」と題したシンポジウムで提案され議論された。

　1994年12月、渡り性水鳥に関する国際ワークショップの結果として、「釧路イニシアチブ」が採択された。釧路イニシアチブでは、以下のことを提唱している：

· 対象地域の渡り性水鳥の保全戦略を立てる

· 「ツル類」｢シギ･チドリ類｣「ガンカモ類」の3つの種グループごとに行動計画を策定する。

· 種グループごとに国際的に重要な生息地を選び、ネットワーク化する

釧路でのワークショップは、環境庁（現環境省）、オーストラリア自然保護庁（現オーストラリア環境省）、アジア湿地局（現国際湿地保全連合アジア太平洋支部、WIAP）、国際水禽湿地調査局日本委員会（現国際湿地保全連合日本委員会、WI-J）が共同で開催した。釧路ワークショップ以来、日豪両国政府は戦略とネットワークに強力な支援を提供し、国際湿地保全連合が戦略とネットワークの設立と管理の責任を担ってきた。

1996-2000渡り性水鳥保全戦略は1996年に出版された。それに基づき、1996年に東アジア･オーストラリア地域シギ・チドリ類、1997年に北東アジア地域ツル類、1999年に東アジア地域ガンカモ類のための重要生息地ネットワークが設立された。

戦略オフィサーはWIAP事務所に所属している。3つのネットワークはWIが設立し、日本野鳥の会、雁を保護する会がそれぞれツルネットワーク、ガンカモネットワークの管理運営を支援している。

アジア太平洋地域渡り性水鳥保全委員会（MWCC）がWIAPの委員会に設置された。MWCCは定期的に会合を開き、ネットワークや戦略の活動について審議を行っている。MWCCのメンバーは、政府機関、国際NGO、WI専門家グループ、開発援助機関、ラムサール条約とボン条約の事務局からの代表者で構成される。

ツル・ネットワークは1997年に発足した。2000年現在、対象6ヶ国（ロシア、モンゴル、中国、北朝鮮、韓国、日本）全てにおいて合計18箇所が参加している。ツルネットワークの活動を指導するために、ワーキンググループが1997年に設置された。対象地域各国の代表者やツルの専門家から構成されている。フライウェイオフィサーがワーキンググループで決議された内容を実行している。

1997年から2000年までに、ツルネットワークは保全に関する意識啓発のためのワークショップやシンポジウムを開催したり、参加地の管理向上を目指した講習会を開催したりしてきた。さらに、調査や管理手法のマニュアルを出版したり、情報交換のためのニュースレターを発行したりしている。

これからの5年間では、北東アジアの国々の参加地と人々の交流を引き続き向上させ、ツル類保全の体制の強化を図る。要求されている予算のおよそ半分は、参加地の管理向上のために行う教育と研修に用いられる。

この「北東アジア地域における渡り性ツル類保全のための行動計画2001～2005」は、これまでまとめられた中でもっとも包括的なIUCNツル類行動計画（Meine & Archibald 1996）に代わる物ではない。この新しい行動計画は、ツル類ワーキンググループで議論された行動提案を実行に移すための計画である。計画機関は、2001年から2005年である。

２．目標

　ツル類と湿地の保護のために国際協力を奨励するとともに、ツル類の保全のために世界的に重要な生息地のネットワークを築くことにより、全てのツル類種の長期に渡る存続を確保すること。

目的

· ツル類にとって重要な繁殖地、中継地、越冬地を保護すること

· 国境をまたぐ生息地では共同・連携管理を奨励すること

· アジア太平洋地域フライウェイにおける保護地域、政府機関、保護団体などの協力と連携を進めること

· 国間、機関間の情報交換を活発にすること。

· ツル類及び保護地域（参加地）に関する情報のデータベースを管理し共有すること

· ツル類の存続に必要なことを明かにするための調査研究を実施すること

· 地域内で持続可能な湿地の利用に関する調査研究を実施すること

· 地域内の湿地の持続可能な利用を奨励すること

· 特に参加地において、意識啓発と教育を進めること

３．優先行動

3．1 ツルネットワークの構築

　1999年に出版されたAtlas of Key Sites for Crane in the North Asian Flywayからは、北東アジア地域には少なくとも96箇所がツルネットワークの候補地と考えられることが分かる。2000年10月現在、参加湿地の数は、この5分の1にも達しない18箇所に留まっている。ツル・ワーキング･グループの第2回会合では、全会一致でネットワークを拡大することが合意された。目標は、2005年までに少なくとも20箇所をネットワークに加えることである。

同会合では、オグロヅルGrus nigricollisの重要生息地と、コウノトリCiconia boycianaの保護活動地もネットワークに含むようにツル・ネットワークの対象地域を拡張することも合意された。

行動1　少なくとも20箇所をネットワークに加えること（地域内の各国が少なくとも1箇所を追加することが望ましい）。オグロヅルGrus nigricollisの重要生息地と、コウノトリCiconia boycianaの保護活動地もネットワークに含むようにツル・ネットワークの対象地域を拡張すること。

行動2　ツル･ネットワークの対象分類を広げて、コウノトリ類（特にコウノトリ）を含める。理由は、コウノトリ類が絶滅のおそれのある状態にあることと、重要生息地と保全に携わる人材がツル・ネットワークとほぼ同じであることである。

行動3　ツル･ネットワーク参加地で参加記念式典を開催し、参加証の授与を行う。

行動4　テレビのドキュメント番組を作成、国際ツルの日を祝うなどして、地域全体および各国内でツル･ネットワークを促進する。

行動5　十分な計画と資金獲得を行い、ツル・ネットワーク参加地での活動を支援する。ツル･ネットワークの活動は、毎年点検する。

3．2 管理、研修、教育

　参加地の管理、教育、および地元社会と共同で活動することがこの行動計画の目標である。ツル･ネットワークの予算のおよそ半分が次の行動に充てられる。

行動6　ツル･ネットワーク参加地での管理活動が効率の良い結果を出せるように支援する。これには、管理主体に管理計画策定と計画実行に対するの支援の提供、ネットワーク参加地間で相互学習ができる仕組みの確立、参加地間の人事交流の実施などを含む。

行動7　参加地が、地元社会、研究者、NGOなどとのネットワークを構築することを薦め、支援する。他の登録地との情報交換も活発に行う。毎年少なくとも1回の交換視察、または1回の研修を行い、管理手法の向上と交流を深める。

行動8　ツル･ネットワーク参加地内での教育、エコツーリズム、持続可能な利用のための指針と計画を作る。教育プログラムは、教室外で行う活動や、フィールドやビジターセンターで行う内容を含む。

行動9　意識啓発のためのパンフレット、ポスター、教材、スライドのセットなどを作成する。

3．3 調査研究とモニタリング

調査研究とモニタリングは、参加地の管理と保護を向上させる科学的根拠を得るために欠かせない。

行動10　過密状態のツル個体群を分散させることの実効性を検討する。

行動11　カラーバンディング、センサス、モニタリングの統一された方法を構築する。毎年、冬季及び渡り時期にセンサスを行う。結果を取りまとめ、広く公表する。

行動12　マナヅル、タンチョウ、コウノトリの繁殖個体数を生息域全体で把握する調査を2004年に行う。

3．4 情報交換

ネットワーク参加地間での情報交換を活発に行うことは、ツル･ネットワークの大事な目的である。次の行動は、ネットワーク内及び他の保護組織でのコミュニケーションの向上を目指す。

行動13　野生のツルの死亡に関するデータ（中毒死、病死、事故などを含む）を収集し記録する。北東アジア地域のツル個体群を総括して把握するデータベースを構築する。情報は、研究者や保護活動に携わる団体が容易にアクセスできるようにする。

行動14　ニュースレターを発行し、ホームページを定期的に交信する。ネットワーク参加地がそれぞれホームページを開設するように薦め、支援を提供する。

行動15　ネットワーク参加地間のコミュニケーションを活発にする。渡りの進行状況を知らせるメールネットワークを作る。2005年までに、全てのネットワーク参加地でメール送受信ができるようにし、少なくとも1名の職員が簡単な英語を使って、交信ができる体制を築く。

４．行動計画の実行

行動計画の実行と予算については、ワーキング･グループが話し合うことになっている。実施されるべき行動は、フライウェイ･オフィサーを通じて、関連行政機関、参加地管理主体などに報告される。

4．1 主要人材と機関

ツル類フライウェイ･オフィサー（FWO）　行動計画の実行は、日本野鳥の会に籍を置くFWOが調整する。FWOは、ネットワークの構築、参加地の適切な管理の振興などの役目を持つ。

国の機関　参加候補地の推薦、管理や研究のための予算提供を行う。管理のための主要な予算の提供に加え、行動計画実行のための財政支援も期待される。

参加地の管理主体　国際的に重要な生息地の日常の管理を行う。適切な管理に関する研修や、そのために必要な情報や設備を必要としている参加地もある。

NGO　ロシア、中国、韓国、日本には、ツルの研究者グループがある。国際ツル財団や日本野鳥の会をはじめ、多くの国際NGOが北東アジア地域のツル保全に携わっている。国内で活動する自然保護系のNGOも、モニタリング、調査研究、意識啓蒙、情報交換などにおいて重要な役割を担っている。行動計画の実行する際には、これら全ての団体の参加を歓迎する。

4．2 評価と協議

ワーキング・グループ　国代表者（6名）と専門家（繁殖地、越冬地、IUCN/SSCツル類専門家グループの代表、3名）の合計9名からなる協議のための委員会。ワーキング・グループが行動計画を作成した。今後は、計画実行の評価とモニタリング、必要経費の算出と財源の確保の支援、FWOの年間行動計画の評価、FWOへの助言と支援の提供、行動計画の支援、および関連活動との連携の構築に取り組む。

アジア太平洋地域渡り性水鳥保全委員会　政府代表者、ラムサール条約事務局、国連環境計画ボン条約事務局、開発支援機関、国際NGO、3つの技術ワーキング･グループ、国際湿地保全連合専門家グループの代表者計16名から構成される。委員会は、戦略の実施状況を監督し、ワーキング･グループからの報告を受ける。委員会は、国際湿地保全連合アジア太平洋支部の評議会に報告する。

主な地域的、世界的イニシアチブとのつながり　この行動計画は、アジア太平洋地域渡り性水鳥保全戦略2001～2005の一部である。また、ボン条約の下でのシベリアツルに関する覚書、ラムサール条約戦略計画1997～2002、および渡り保護に関する二国間条約とも連携している。

５．資金予定

行動計画実行のための予算提案

No.
行動
小計（US$）
％


ツル･ネットワークの構築
173,000
19

1
地理的範囲の拡大
72,000


2
分類的範囲の拡大
7,000


3
記念式典と参加証の授与
8,000


4
地域内でのツル･ネットワークの振興
7,000


5
立案、資金調達活動、行動評価
78,000



管理、研修、教育
401,000
45

6
参加地の管理に対する支援
63,000


7
ネットワーク参加地間の情報交換に対する支援
73,000


8
ネットワーク参加地間における教育、エコツーリズム、持続可能な利用に関する企画と研修
214,000


9
教育、意識啓発のための出版物等
51,000



研究調査とモニタリング
215,000
24

10
過密状態にある生息地の分散の実効性に関する調査
118,000


11
研究手法の統一とモニタリング、センサスの実施
17,000


12
繁殖個体群の調査
80,000



情報交換
106,000
12

13
ツル類個体群に関するデータを総括管理するデータベースの構築
13,000


14
ニュースレターの発行、ホームページの更新。参加地独自のホームページサイト開設。
25,000


15
ネットワーク内のコミュニケーション向上
68,000



合計(5ヵ年)
895,000


49
54

